
２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

手
段 日休日診療日数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

休日当番医委託
休日診療人員医師会、歯科医師会との連携

休日当番医委託

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

上記と同様

休日当番医を市医師会と委託契約 委託料1,600千円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】

【DO】事務事業の実施

20

28年度（目標）

25

26年度（目標）

平日夜間診療の実施
地域医療対策：平日夜間診療の実施、休日当番医の
委託、市立病院の点検評価

初期救急の充実

休日当番医委託

休日診療人員
目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

対
象
指
標
成
果
指
標

1,119

30

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

担当者名

事業数
部内優先順位

実施計画事務事業

順位

所属部課名

課長名

―

1

保健衛生部健康増進課
山田千宏

主査　西山　浩太

―

１．保健・医療
４．医療体制の充実

H18 単年度繰返し

継続

款 項 目

共催者・関係団体

在宅当番医補助事業
細目名 関連計画

根拠法令

休日当番医制については、H21年度まで
市内医療機関が行っていたが、H22年度
から日曜日を市立病院が行うことにより、
祝日と年末年始のみとなり、委託料を減
額することができた。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費 保健衛生費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託
実施手法 負担金の有無

1,600

3,1500.42

人

箇所

人

箇所

25年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）

0.42

24

千円

4,690 4,750

22年度（実績）

750

1,600

単位

人

箇所

3,150

千円

22年度（実績）

23年度（実績）

1,155

25

20

2,350

19

1,600

4,750

30

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

1,155

1,600

3,150

1,5401,600

1,600

25

20

1,119

1,600 1,600

0.10 750 0.42 3,150 0.42

1,540

3,150 0.42 3,1500.42

1,600 1,600

3,150

20

25年度（目標）24年度（目標）

20

26年度24年度

4,750 4,750

3,150 3,150

25

20

27年度（目標）

4,750

3,150

25

職員割合 千円

千円

休日診療日数

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

休日当番医委託

人
件
費

活
動
指
標

休日診療人員

3,150 3,150

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

評価区分

評価事業

保健衛生総務費

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

地域医療対策事業

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

事業費及び指標の推移

1,600

1,600

千円

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

千円

千円

千円

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

事
業
費

人

平日夜間診療の実施

休日当番医委託

休日診療人員

日

箇所

25年度23年度（実績）

4,100円/人

コスト指標

円

円

28年度27年度単位 22年度（実績）

2,100円/人休日診療人員

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

（予算額）
委託料1,540千円



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分 現  状  維  持

中  　　　　　位

笠間市地域医療整備対策協議会により、笠間市地域の医療体制の整
備が図られた。この協議会はH21年度で役割を終了し、H22年度より笠
間市夜間・休日救急診療運営協議会を発足させ、夜間・休日救急診療
の進行管理をしながら、更に市民ニーズへの対応を目指す。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

部内での位置付け

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

その他

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

休日当番医制については、H21年度まで市内医療機関が行っていたが、H22年度から日曜日を市立病院が行うことにより、祝日と年末年始のみとなっ
た。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

改革プランの点検、評価 円

28年度27年度単位

医師の招聘

改革プランの点検、評価

医師の招聘活動

コスト指標

成
果
指
標

円

単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

0千円

87

0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

市立病院の改革事業

目
保健衛生総務費

活
動
指
標

23年度（実績） 24年度

嘱託臨時

22年度（実績）

医師2名

千円

事
業
費

2,475 2,475

指標区分

改革プランの点検、評価

事務事業名

政
策
体
系

政策

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

事業費

事業費及び指標の推移

2,475

他課の協力分

単位

医師の招聘活動

人
件
費

時間外

職員割合

2,475

共催者・関係団体

所管省庁政策的事業

2,4750.33

実施計画事務事業

根拠法令

順位

2,475

医師2名と面談

2,475

2,475 2,475

27年度（目標）

2,475

26年度25年度

千円

25年度（目標）22年度（実績）

2,475

0.80 6,000 0.33 2,475

87 0

0.33

0

経営改善

6,000

2,475

2,475

千円

千円

28年度（計画）23年度（実績） 25年度（計画）22年度（実績）

0.33 2,475

0

24年度（計画）

0

夜間休日救急診療運営協議会

24年度（目標）23年度（実績）

6,087

2,475

直営 ―

2,475 0.33 2,4750.33

実施手法

４　【事業費の内容（決算額）】３　【年度目標】

細目名 関連計画
衛生費 保健衛生費

款 項

事
業
期
間

開始年度

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

2

保健衛生部健康増進課
山田千宏

主査　西山　浩太

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

補助率

経営改善

26年度（目標）

補助金の有無

市民

千円

26年度（計画） 27年度（計画）

対
象
指
標

改革プラン

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段

初期救急医療の充実
改革プランの点検、評価

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

医師の招聘活動

⑥
活動
指標

改革プランの点検、評価
夜間休日救急診療運営協議会

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

終了年度

評価区分

評価事業

総
合
計
画

予
算
科
目

小施策

新規・継続
小政策
施策

会計
一般

当
年
度
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

１．保健・医療
４．医療体制の充実

保健衛生総務標準的事業

上記と同様

・改革プランの点検、評価
・夜間休日救急診療運営協議会
・医師の招聘

【DO】事務事業の実施

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

改革プラン

医師の招聘

Ｈ２１．３策定市立病院改革プランに
位置づけた全国的にも不足している
常勤医師の招へい活動を実施
救急診療体制を確立するためＨ２２．
４から実施している市立病院平日夜
間日曜初期救急の課題などについて
協議を実施

改革プランの点検、評価
夜間休日救急診療運営協議会
医師の招聘

28年度（目標）

（予算額）
翌
年
度
計
画



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

名称患者が多ければいいというものでもなく、政策
医療である以上必要最低限体制でするのは
必要

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

平日夜間初期救急診療の実施は画期的な取組と考える。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

予
算
科
目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
・利用者数
　人

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

T-PET(株）と委託契約及び市民に対する事業の周知市民の健康，医療，子育て，介護等
についての不安を解消し，健やかな
日常生活の創造に寄与する。
24時間対応の電話健康相談

翌
年
度
計
画

上記と同様

項

市民

総
合
計
画

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

目

共催者・関係団体

委託料　4，089千円
印刷製本費　84千円

・利用者数
　人

相談件数

５　事務事業の目的と手段

市民

健康相談の実施

日
フリーダイヤルで、健康、医療、子育て、介護等につい
て、医師、専門員が２４時間相談に応じる。

単位

件

28年度（目標）

2,850

4,089

対
象
指
標
成
果
指
標

1,903

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

山田千宏
主査　西山　浩太

○

―
負担金の有無

継続

担当者名

15

事業数
部内優先順位

H21 単年度繰返し

所属部課名

課長名

○

3

保健衛生部健康増進課

１．保健・医療
４．医療体制の充実

かさま健康ダイヤル２４事業

細目名 関連計画
衛生費 保健衛生費

款

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ―
実施手法

⑥
活動
指標

26年度（計画） 27年度（計画）

9

手
段

2,850

6,939

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

22年度（実績） 25年度（計画）

事業費及び指標の推移

受付日数

2,8500.38

24年度（目標）

0.38 2,8501,500

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

4,089

2,850

26年度（目標）

365366

6,9396,939

2,850 0.38

22年度（実績） 23年度（実績）

2,561

活
動
指
標

4,089 4,089

4,089

2,850 0.38 2,8500.38

4,089

7,743

25年度（目標）

365

26年度

27年度（目標）

365 366

実施計画事務事業

7

根拠法令

順位

6,939

2,850

365

千円

千円

0.20 0.38

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

単位

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

職員割合

1,500

千円

千円

千円

7,029

2,8502,850

1,597円

コスト指標

2,850

日受付日数

24年度

365

6,939

評価区分

評価事業

保健衛生総務費

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

かさま健康ダイヤル２４事業

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

小政策
施策

小施策
会計
一般

目
的 ⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

④
対象
指標

千円

千円

4,089

4,089

4,0895,529

5,529 4,893

4,893

4,089

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

件

市民

相談件数

円

27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

相談件数 円 3,694円

（予算額）
委託料　4，089千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

毎月の市報（情報カレンダー）等への掲載
や，健康増進課での各種事業において市民
への周知に努める

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分
総合評価

（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

時間帯に関係なく，いつでも相談を受けられる事業であり，市民の安全
安心につながるものとして必要。
なお，毎月の市報（情報カレンダー）等への掲載や，健康増進課での各
種事業において市民への周知に努めている。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

部内での位置付け

③前年度の改革・改善案

名称

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

特になし

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度

円

円 2,136献血者

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

箇所

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

275

550

275289

578 561

281

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

2,775

5,886

5,325

3,353

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

献血推進事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

人

箇所献血実施

献血実施

献血者

市民

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

5,325

27年度（目標）

550 550

5,875

1,502

根拠法令

順位

3434

343434

5,875 5,875

25年度（目標）

34

5,325

5,875

5,325

5,875

34

24年度 26年度

34

30

5,325 5,325

5,325

550

5,3250.710.71

550

0.37 2,775 0.71 5,325 5,325 0.71 5,3250.71

275 275

37

275

5,325

289 280

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

3437
活
動
指
標

25年度（計画）

275 275

献血者

24年度（目標）

0.71

275 275

34

26年度（目標）

275

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

実施手法

茨城県赤十字血液センター、笠間献
血連合会及び市内事業所との連携
により献血推進を図る

予
算
科
目

会計
一般 衛生費 保健衛生費 献血推進補助事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．保健・医療
４．医療体制の充実

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

4

保健衛生部健康増進課
山田千宏

主査　飯田　由一

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 2分の1

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

30

1,848 2,694

目
的

単位

献血者

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

箇所

箇所

人

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

市民
市民

治療に必要な血液の確保
献血実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

献血実施
献血者

献血車による移動献血
人

笠間市献血連合会補助金
５６１千円

総
合
計
画 笠間献血連合会

茨城県献血推進計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】
献血者

保健衛生総務費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

上記と同様

茨城県赤十字血液センター、笠間市献血連合会及び市
内事業所との連携により献血推進を図る

（予算額）
笠間市献血連合会補助金
５５０千円

献血者

手
段



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

医療現場においては，輸血用血液は必要不可欠なものである。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

少子化の影響等で，年々献血者が減少傾向
にある。また，事業所献血では協力者の少な
い所もあるが，数多く出向くことも必要であ
る。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

計画の推進

・ワーキング会議、策定委員会、推進協議会で協議
・パブリックコメント

委託料　２，３１０千円

総
合
計
画

笠間市健康づくり推
進協議会

健康日本２１、健康いばらき２１プラン
健康増進法、食育基本法

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

計画策定
アンケート調査ワーキング会議、策定委員会、推進協議会で協議

パブリックコメント

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

計画策定
市民

健康づくりの指針を創る
計画策定

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

対
象
指
標
成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁計画策定事務

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

山田千宏
主査　西山　浩太

○

―
負担金の有無

継続

担当者名

15

事業数
部内優先順位

H22 H23

所属部課名

課長名

○

5

保健衛生部健康増進課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．保健・医療
２．健康づくりの推進

・ワーキング会議、策定委員会、推進
協議会で協議
・パブリックコメント

予
算
科
目

会計
一般 衛生費 保健衛生費 健康づくり計画策定事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

アンケート調査

24年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

0 0 00.71 5,325 1.61 12,075

0 0

0

0

0

5,325

14,655

12,075

10,650

25年度（目標）

26年度

0

0

0

00 0

順位

実施計画事務事業

1

0

27年度（目標）

0 0

0

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

計画策定

計画策定

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

笠間市健康づくり計画策定事業

保健衛生総務費

24年度

0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

0

5,325

5,325 2,580

2,580

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

計画策定

円

円

計画策定

（予算額）

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け 上  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 事業完了
評価理由

Ｈ２２年度は市民アンケート調査を行い、市民の健康状態等を把握し
た。
Ｈ２３年度は策定委員会、推進協議会の協議をへて計画を策定した。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度

円

円

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

21,522

21,522

21,52222,223

22,223 24,009

24,009

21,522 21,522

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

24年度

5,250

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

保健センター管理事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

21,000

27年度（目標）

21,522 21,522

42,522

根拠法令

順位

25年度（目標）

42,522 42,522

21,000 21,000

42,522

21,000

42,522

26年度

27,473

21,000

21,0002.80

45,009

21,000

2.80 21,0000.70 5,250 2.80 21,000 21,000 2.80 21,0002.80

21,522 21,52221,522

21,000

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

2.80

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

友部・笠間・岩間保健センターの管理
運営

予
算
科
目

会計
一般 衛生費 保健衛生費 保健センター管理事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．保健・医療
２．健康づくりの推進

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

6

保健衛生部健康増進課
山田千宏

主査　飯田　由一

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁維持管理事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

管理運営、警備、清掃、保守点検委託、賃貸借契約

友部・笠間・岩間保健センターの管理運営

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

警備、清掃、各種保守点検業務の委託

管理費　２３，６９２千円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

保健センター管理費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

上記と同様

管理運営、警備、清掃、保守点検委託、賃貸借契約

（予算額）
管理費　２１，５２２千円

手
段



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

3箇所の保健センターとも老朽化が目立ち、
保守点検はもとより、修繕しながら施設の長
寿命化を目指す。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

施設の維持管理は必要不可欠である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

上記と同様

集団接種(ポリオ、BCG)は医師に委託して、保健セン
ター、中学校で実施。
個別接種（三種混合、二種混合、麻しん、風しん、日本
脳炎）は協力医療機関で実施。

１６９，５４２千円

総
合
計
画

予防接種法

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

手
段 個別接種

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

集団接種
集団接種は医師に委託して、保健センター、中学校で
実施。
個別摂取は協力医療機関で実施。

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

GCG・ポリオ
予防接種法の定めによる

感染症の予防と重症化の防止

3種混合(ジフテリア・百日せき・破傷風）
麻しん・風疹・日本脳炎目

的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

対
象
指
標
成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

山田千宏
係長　重原　裕美

○

―
負担金の有無

継続

担当者名

15

事業数
部内優先順位

単年度繰返し

所属部課名

課長名

○

7

保健衛生部健康増進課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．保健・医療
３．予防対策の推進

公衆衛生の向上と市民の健康維持を
図る

予
算
科
目

会計
一般 衛生費 保健衛生費 予防接種事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

2.15

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

82,245

16,125 2.15

82,245 82,245

16,125 2.15 16,1251.10 8,250 2.15 16,125

16,125 16,125

16,125

82,245

16,1252.15

8,250

190,521

16,125

87,269

25年度（目標）

26年度

16,125

98,370

16,125

98,37098,370 98,370

順位

実施計画事務事業

11

16,125

27年度（目標）

82,245 82,245

98,370

個別接種

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

集団接種

GCG・ポリオ

3種混合(ジフテリア・百日せき・破傷風）

麻しん・風疹・日本脳炎

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

予防接種事業（集団・個別）

予防費

24年度

2.15

82,245

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

82,245

82,245

82,24579,019

79,019 174,396

174,396

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

円

円

（予算額）
８２，２４５千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

感染症のまん延防止上必要である。
インフルエンザに感染しても，重症化が抑えられるとする高齢者に有効
な事業である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

接種率の向上を図る

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

ワクチン接種者

28年度27年度

円 ８７５/人

円

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

0

3,829

3,829 0 0 0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

24年度

4,875

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

感染症対策事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

人ワクチン接種者

市民

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

根拠法令

順位

25年度（目標）

0 0

0 0

0

0

0

26年度

8,704

0

9,944

0

975

975

00.65 4,875 0.13 975 0 00

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標） 26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

公衆衛生の向上と市民の健康維持を
図る

予
算
科
目

会計
一般 衛生費 保健衛生費

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．保健・医療
３．予防対策の推進

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

8

保健衛生部健康増進課
山田千宏

主査　西山　浩太

―

負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

人

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

市民
市民

感染症の予防と重症化の防止

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

ワクチン接種者
市民への情報提供
国・県との連携
ワクチン接種の実施と接種費補助の実施

総
合
計
画

新型インフルエンザ対策特別措置法

１　【事務事業の全体概要及び背景】

予防費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

上記と同様

市民への情報提供
国・県との連携
ワクチン接種の実施と接種費補助の実施

（予算額）

手
段



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

接種率の向上を図る

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

感染症の蔓延防止対策事業である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

上記と同様

特定（転倒予防教室）
一般（健康教室）

運動機能向上事業414,890円
栄養改善事業　　　　　6,972
円
口腔機能向上事業252,008円
健康教育費　319,996円
健康相談費　 55,255円
機能訓練費　933,806円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

健康教室
転倒予防教室特定（転倒予防教室）

一般（健康教室）

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

６５歳以上の高齢者

介護予防に関する相談、指導体制の充実

回
回

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

対
象
指
標
成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

山田千宏
係長　木村　君枝

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

9

保健衛生部健康増進課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．保健・医療
３．予防対策の推進

介護予防に関する相談、指導体制の
充実

予
算
科
目

会計
介護保険 地域支援事業費 介護予防事業費 通所型介護予防事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

238

転倒予防教室

24年度（目標）

789

1.28

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

21

93

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

474

9,600 1.28 9,600 1.28 9,6000.49 3,675 1.28 9,600

9,600 9,600

9,600

0

9,6001.28

3,675

11,632

9,600

3,885

25年度（目標）

21

22

21

26年度

9,600

9,600

9,600

9,60011,499 9,600

順位

実施計画事務事業

9,600

27年度（目標）

0 0

9,600

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

回

回健康教室

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

介護予防事業（運動、口腔機能向
上・栄養改善など）

二次予防事業費

24年度

1.28

1,899

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

0

398210

210 2,032

2,032

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

円

円

（予算額）

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

参加者については、各目的の事業ごとに機能向上がみられた。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

機能回復訓練の見直し

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度

円

円

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

回

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

1,385

1,385

1,3851,326

1,326 1,400

1,400

1,385 1,385

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

24年度

67

4,875

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

精神保健事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

回

回デイサービス

デイサービス

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

訪問指導

実施計画事務事業

8,700

27年度（目標）

1,385 1,385

10,085

根拠法令

順位

25年度（目標）

10,085 10,085

8,700 8,700

10,085

8,700

10,085

26年度

6,201

8,700

22

99

8,7001.16

10,100

8,700

1.16 8,7000.65 4,875 1.16 8,700 8,700 1.16 8,7001.16

1,385 1,385

118

1,385

8,700

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）

397

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

16

99
活
動
指
標

25年度（計画）

こころの相談室

24年度（目標）

1.16

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

在宅の精神障害者への社会参加を
援助する。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費 保健衛生費 精神保健事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．保健・医療
２．健康づくりの推進

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

10

保健衛生部健康増進課
山田千宏

主査　三村　純子

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

414

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

人

回

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

市民及び精神疾患等で社会復帰を目指す者

在宅精神者援助

デイサービス

訪問指導

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

デイサービス
こころの相談室デイサービスの実施

精神保健福祉士、保健師の相談
回

１，４００千円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

予防費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

上記と同様

デイサービスの実施
精神保健福祉士、保健師の相談

（予算額）
１，385千円

手
段 回



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

症状の悪化を防いだり，早期に医療機関へつなぐことが出来る。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

上記と同様

検診協会と医療機関委託 60，447千円

総
合
計
画

健康増進法、がん対策基本法

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

手
段 人骨粗鬆検診受診者

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

特定検診・健康教育・特定保健指導
肺がん・胃がん・大腸がん検診

検診協会と医療機関委託

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

要請密検査者

子宮がん：２０歳以上
乳がん（超音波）：３０～５６歳
乳がん（マンモ）：４０歳以上

疾病の早期発見
特定保健指導

人

人

人

人

人

目
的

単位

がん発見者

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

対
象
指
標
成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率 3分の1

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

山田千宏
主査　内桶　里子

○

―
負担金の有無

継続

担当者名

15

事業数
部内優先順位

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

11

保健衛生部健康増進課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．保健・医療
３．予防対策の推進

疾病の早期発見及び早期治療に寄
与するとともに医療費削減を図る。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費 保健衛生費 健康増進事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

肺がん・胃がん・大腸がん検診

24年度（目標）

2.51

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

58,297

18,825

300

2.51

58,297 58,297

18,825 2.51 18,8250.55 4,125 2.51 18,825

18,825 18,825

18,825

58,297

18,8252.51

4,125

79,171

18,825

58,891

25年度（目標）

8763/1917/3709

6648/3780/244

26年度

18,825

77,122

18,825

77,12277,122 77,122

順位

実施計画事務事業

10

18,825

27年度（目標）

58,297 58,297

77,122

骨粗鬆検診受診者

人

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

人

人特定検診・健康教育・特定保健指導

要請密検査者

人

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

健康増進事業（各種がん検診、健康
診査、骨粗しょう症、肝炎ウィルス検
査など）

予防費

24年度

2.51

58,297

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

58,297

58,297

58,29754,766

54,766 60,346

60,346

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

人

特定保健指導

がん発見者

円

円

（予算額）
58，297千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

個別通知を行い検診の重要性と周知を図る。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

市民の健康維持のために必要な健診である。
また，健診の必要性についての周知を図る。
定期的ながん検診は，早期発見・治療の観点から今後も必要。
受診率向上のため，個別通知を行い検診の重要性と周知を図る。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

受診率の向上を図る

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度

円

円

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

1,112

1,112

1,112

0 1,033

1,033

1,112 1,112

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

24年度

0

評価区分

評価外事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

地域の健康づくり事業（健康教育、相
談、指導・健康体操・機能訓練・栄養
指導など）

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

回

市民

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

16,650

108

27年度（目標）

1,112 1,112

17,762

根拠法令

順位

108

25年度（目標）

108108

17,762 17,762

16,650 16,650

17,762

16,650

17,762

26年度

0

16,650

108 108

16,6502.22

17,683

16,650

2.22 16,6500 2.22 16,650 16,650 2.22 16,6502.22

1,112 1,1121,112

16,650

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）

1,645

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

108
活
動
指
標

25年度（計画）

健康体操

24年度（目標）

2.22

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

健康体操及び食育講座の普及を図
り、生活習慣病を予防する。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費 保健衛生費 地域の健康づくり事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．保健・医療
２．健康づくりの推進

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

12

保健衛生部健康増進課
山田千宏

係長　重原　裕美

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

1,675

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

人

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

健康体操：４０～６４歳

生活習慣病予防

市民

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

健康体操
健康教育、指導、相談：保健師、栄養士
健康体操：講師
機能訓練：保健師、理学療養士、作業療法士

回

１，０３３千円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

地域保健対策推進費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

上記と同様

健康教育、指導、相談：保健師、栄養士
健康体操：講師
機能訓練：保健師、理学療養士、作業療法士

（予算額）
１，１１２千円

手
段



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

がん検診推進事業
子宮がん・乳がん、大腸がん

対象者へ検診無料クーポン券を送付し受診促進を図る。 ７，１３４千円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

手
段 　　　　子宮がん

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

受診者
　　　　乳がん対象者へ検診無料クーポン券を送付し受診促進を図

る。

　　　大腸がん

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

子宮がん：２０,２５，３０，３５，４０歳
乳がん：４０，４５，５０，５５，６０歳

疾病の早期発見

人

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

対
象
指
標
成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

山田千宏
係長　重原　裕美

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

13

保健衛生部健康増進課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．保健・医療
３．予防対策の推進

対象者へ検診無料クーポン券を送付
し受診促進を図る。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費 保健衛生費 女性特有のがん検診推進事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

4,684 4,684

26年度（目標）

4,684

活
動
指
標

25年度（計画）

4,684 4,684

　　　　乳がん

24年度（目標）

0.99

22年度（実績）

1,100

529

22年度（実績） 23年度（実績）

919

658

26年度（計画） 27年度（計画）

3,265 3,620

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

9,370

7,425

476

0.99

9,370 9,370

7,425 0.99 7,4250.30 2,250 0.99 7,425

7,425 7,425

7,425

14,054

7,4250.99

2,250

18,179

7,425

14,765

25年度（目標）

669 728

26年度

7,425

21,479

7,425

21,47921,479 21,479

順位

実施計画事務事業

7,425

27年度（目標）

14,054 14,054

21,479

　　　　子宮がん

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

人受診者

　　　　大腸がん

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

健康増進事業（女性特有のがん検診
クーポン事業）

予防費

24年度

456

0.99

14,054

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

9,370

14,054

9,3709,250

12,515 10,754

7,134

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

円

円

（予算額）
９，３７０千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

拡  　　　　　充

上  　　　　　位

市民への周知に努める

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

市の集団検診のほかに医療機関検診を実施することにより、、受診機会
が確保され、効率的であり、
定期的ながん検診受診への動機づけとなり、がんの早期発見、早期治
療により医療費の軽減、死亡率の減少が期待できる。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

受診者の増を図る

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度

円

円

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

人

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

127

127

127149

149 102

102

127 127

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

24年度

13,950

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

特定保健指導事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

人特定保健指導者

特定保健指導者

特定保健指導対象者

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

17,325

27年度（目標）

127 127

17,452

根拠法令

順位

25年度（目標）

17,452 17,452

17,325 17,325

17,452

17,325

17,452

26年度

14,099

17,325

244

17,3252.31

17,427

17,325

2.31 17,3251.86 13,950 2.31 17,325 17,325 2.31 17,3252.31

127 127

9461,036

224

127

17,325

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

224
活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

2.31

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

健診結果により、メタボリックシンド
ロームのリスクのある方へ特定保健指
導を行う。

予
算
科
目

会計
国保 保健事業 特定健康診査等事業費 特定健康診査等事業費

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．保健・医療
３．予防対策の推進

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

14

保健衛生部健康増進課
山田千宏

係長　竹内　久枝

―

負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

244

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

人

人

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

特定保健指導対象者
特定保健指導対象者

メタボリックシンドロームの予防
特定保健指導者

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

特定保健指導者
健診結果により、メタボリックシンドロームのリスクのある
方へ特定保健指導を行う。

賃金　１０２千円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

特定健康診査等事業費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

上記と同様

健診結果により、メタボリックシンドロームのリスクのある方
へ特定保健指導を行う。

（予算額）
賃金　１２７千円

手
段



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

生活習慣の改善による生活習慣病の予防効果が多く期待できる。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

上記と同様

・母子健康手帳交付
・両親学級
・離乳食教室
・妊婦、乳児家庭訪問
・3～4ヶ月児、1歳児相談
・1歳6か月児、2歳児歯科、3歳児健診

６７，130千円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

妊婦健診
母子健康手帳交付
両親学級
離乳食教室

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

妊婦、乳児

母子の健康保持と子育て支援

人

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

対
象
指
標
成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率 ２分の１

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

山田千宏
係長　糸屋　明子

―

負担金の有無

継続

担当者名

15

事業数
部内優先順位

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

15

保健衛生部健康増進課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．保健・医療
３．予防対策の推進

妊婦時から経年的に関わることで母
子の健康維持及び育児不安等の解
消が図られる。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費 保健衛生費 母子衛生標準的事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

18,430 18,430

26年度（目標）

18,430

活
動
指
標

25年度（計画）

18,430 18,430

24年度（目標）

4.29

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

7,7606,854

26年度（計画） 27年度（計画）

15,630 15,037

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

51,597

32,175 4.29

51,597 51,597

32,175 4.29 32,1753.52 26,400 4.29 32,175

32,175 32,175

32,175

70,027

32,1754.29

26,400

92,591

32,175

88,030

25年度（目標）

7,368

26年度

32,175

102,202

32,175

102,202102,202 102,202

順位

実施計画事務事業

8

32,175

27年度（目標）

70,027 70,027

102,202

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

人妊婦健診

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

母子保健事業（妊婦乳児検診、相
談、教育、赤ちゃん訪問、栄養指導
など）

母子衛生費

24年度

4.29

70,027

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

51,597

70,027

51,59746,000

61,630 60,416

45,379

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

円

円

（予算額）
７０，０２７千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

母子の健康増進は必要不可欠であり，更なる充実が求められる。
合併後，一部事業の集約を実施しており，継続して検討する。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

不妊治療費助成

28年度27年度

円 91,332

円

88,368

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

件

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

4,000

4,000

4,0003,836

3,836 4,595

4,595

4,000 4,000

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

24年度

40

1,500

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

母子保健事業（特定不妊治療費補助
事業）

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

人不妊治療者数

不妊治療回数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

6

2,475

27年度（目標）

4,000 4,000

6,475

根拠法令

順位

25年度（目標）

404040

6,475 6,475

2,475 2,475

6,475

2,475

6,475

26年度

40

5,336

2,475

33

2,4750.33

7,070

2,475

0.33 2,4750.20 1,500 0.33 2,475 2,475 0.33 2,4750.33

4,000 4,000

52

4,000

2,475

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

38
活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

0.33

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

体外受精者、顕微授精とも１回１０万
円を限度に年度２回，通算５年を限度
に補助する。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費 保健衛生費 母子衛生標準的事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．保健・医療
３．予防対策の推進

Ｈ２１ 単年度繰返し

所属部課名

課長名

○

16

保健衛生部健康増進課
山田千宏

主幹　金井　仁志

○

負担金の有無

継続

担当者名

15

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

42

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

件

人

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

不妊治療実施者

少子化対策
不妊治療回数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

不妊治療者数
体外受精者、顕微授精とも１回１０万円を限度に年度２
回，通算５年を限度に補助する。

４，５９５千円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

母子衛生費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

上記と同様

体外受精者、顕微授精とも１回１０万円を限度に年度２
回，通算５年を限度に補助する。

（予算額）
４，０００千円

手
段



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

少子化対策・子育て支援の一翼を担う重要な事業である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

縮  　　　　　小

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

上記と同様

笠間市歯科医師会と委託契約を締結し、歯科医師による
訪問診療と歯科衛生士による口腔ケアを実施する。

１，３８２千円

総
合
計
画 笠間市歯科医師会

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

利用者
笠間市歯科医師会と委託契約を締結し、歯科医師に
よる訪問診療と歯科衛生士による口腔ケアを実施す
る。

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

在宅の寝たきり高齢者又は身体虚弱等で通院困難な
者

在宅の寝たきり高齢者等の口腔衛生の保持と改善
利用者（診療）

人

目
的

単位

利用者(保健指導）

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

対
象
指
標
成
果
指
標

58

64 61

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

山田千宏
係長　高橋　由美子

―

負担金の有無

継続

担当者名

15

事業数
部内優先順位

単年度繰返し

所属部課名

課長名

○

17

保健衛生部健康増進課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．保健・医療
２．健康づくりの推進

寝たきり等の通院困難な高齢者に訪
問による歯科ケアを行う。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費 保健衛生費 訪問歯科保健事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

0.50

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

69

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

1,518

3,750

56

0.50

1,518 1,518

3,750 0.50 3,7500.55 4,125 0.50 3,750

3,750 3,750

3,750

1,518

3,7500.50

4,125

4,958

3,750

5,419

25年度（目標）

69

26年度

3,750

5,268

3,750

5,2685,268 5,268

順位

実施計画事務事業

13

3,750

27年度（目標）

1,518 1,518

5,268

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

人利用者

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

訪問歯科保健事業

予防費

24年度

0.50

1,518

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

1,518

1,518

1,5181,294

1,294 1,208

1,208

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

利用者（診療）

利用者(保健指導）

円

円

（予算額）
１，５１８千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

この事業を必要としている市民の健康及び生活の質の保持のため必要
である。また，この事業を必要としている患者の掘り起しが重要でありそ
のための広報等よる周知の充実が必要である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度

円

円

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

1,451

1,451

1,451537

537 1,086

1,086

1,451 1,451

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

24年度

2,625

評価区分

評価事業

３.共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１．日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

食育推進事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

人

人親子料理教室参加者数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

12

2,250

27年度（目標）

1,451 1,451

3,701

根拠法令

順位

25年度（目標）

3,701 3,701

2,250 2,250

3,701

2,250

3,701

26年度

3,162

2,250

108

526

2,2500.30

3,336

2,250

0.30 2,2500.35 2,625 0.30 2,250 2,250 0.30 2,2500.30

1,451 1,4511,451

2,250

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

146

538
活
動
指
標

25年度（計画）

こども料理教室参加者数

24年度（目標）

0.30

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

様々な「食」の経験を通じて、「食」に
関する知識と「食」を選択する力を習
得し、健全な食生活を実践することが
できる市民を増やし、心身の健康増
進に寄与する。

予
算
科
目

会計
一般 衛生費 保健衛生費 食育推進事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．保健・医療
２．健康づくりの推進

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

18

保健衛生部健康増進課
山田千宏

主査　佐伯　優子

○

―
負担金の有無

継続

担当者名

15

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

人

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

市民

調理体験型食育教育や食育の普及

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

親子料理教室参加者数
こども料理教室参加者数

親子料理教室
子ども料理教室
健康教育

人

１，０８６千円

総
合
計
画

食生活改善推進協議
会

食育基本法

１　【事務事業の全体概要及び背景】

地域保健対策推進費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

健康づくり推進事業

親子料理教室
子ども料理教室
健康教育

（予算額）
１，４５１千円

手
段



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

食材を調理加工する楽しさや興味を学童期に引き出すことは、「食」の理
解を深め、将来の健康づくりに大いに役立つ。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

拡  　　　　　充

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）




